
「令和８年度（2026年度） 国・県への予算要望」の要望事項について 

例年、次年度の国及び県の予算編成に際して、要望活動を行っています。また、併せて政治連

盟と共に政党ヒアリング（自民党及び公明党 等）に出向き、支援を求めています。 

要望事項は、５月２８日(水)の「第２回理事会」又は、７月２日(水)の「第３回理事会」で 

協議予定です。 

要望事項について、項目及び詳細を５月１６日(金)までに県病院協会事務局へ、 

ＦＡＸ（045-231-1794）又はメール（machida@k-ha.or.jp）で、お送りください。 

様式は任意です。必要に応じて、別紙のフォームをご利用ください。 

以下、参考（これまでの要望項目） 

令和７年度（2025年度）予算要望 ・・2024年7月に要望 

【国への要望】 

１ 社会保険診療報酬の適正化（入院基本料等の抜本的引上げ等） 

（１）コスト上昇に見合う診療報酬への適正な反映（一部新規） 

（２）医療人材の確保・配置・育成への適正な評価（一部新規） 

（３）医療ＤＸに対応するための整備費用負担への支援（一部継続） 

（４）地域包括医療病棟の施設基準の見直し（新規） 

（５）病院勤務の看護補助者（介護職）の処遇改善への予算措置又は診療報酬上の措置の充実（一部新規） 

２ 地域医療構想及び地域包括ケアの推進に向けた支援 

（１）地域医療介護総合確保基金の抜本的な見直し（一部新規） 

（２）少子高齢化・人口減少の進展に伴う医療・介護関係データの開示及び分析の推進と、地域医療 

構想の推進に向けたさらなる支援（新規） 

（３）ポスト・コロナ時代の感染症対策の推進（新規） 

（４）介護老人福祉施設（特養）において、配置医により行われた医療に対するさらなる評価（一部新規） 

（５）高齢単身世帯の増加など、身寄りがなく、認知症や病気や障害により判断能力が不十分又は 

喪失した人への医療等に係る相談支援の問題解決に向けた取り組みについて（新規） 

３ 病院の消費税問題の解決（継続） 

４ 病院の災害に対する強靭化対策（新規） 

【県への要望】 

１ 身寄りのない人で、認知症や病気または障害により判断能力が不十分又は喪失した人への 

医療費等対策費（基金）の創設について（新規） 

２ 第８次保健医療計画の着実な推進（新規） 

３ 県内医療人材の確保・育成 

（１）地域枠医師等の有効な活用、学生への周知やこれまでの成果検証の実施（一部新規） 

（２） 「かながわ地域看護師」の事業推進と支援の実施（一部新規）

４ 医師の働き方改革と地域医療の両立 

（１） 医師の働き方改革の県民への広報（一部新規）

（２） 地域における救急医療体制等への支援（一部新規）

５ 感染症予防計画の着実な推進（新規） 

６ 国要望について、県及び全国知事会等からの働きかけ（継続） 
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２年前 令和６年度（2024年度）予算要望・・2023年 7月に要望 

【国への要望】 

１ 社会保険診療報酬の適正化（入院基本料等の抜本的引き上げ等） 

（１）コスト上昇に見合う診療報酬への適正な反映 

ア 物価、委託料、人件費高騰に伴う入院基本料等の基本的な項目について、

診療報酬の大幅な引き上げ（新規） 

イ 入院時食事療養費等、患者の処遇に直結する基本的な費用の引き上げまたは、

実費での請求の仕組みの導入（新規） 

（２）医療人材を確保・配置することへの適正な評価 

ア 働き方改革の施行に伴う医師等人件費の増加への対応（新規）

イ 看護職員処遇改善評価料の見直しについて（継続）

ウ 病院勤務の看護補助者の処遇改善に係る加算制度の創設（継続）

２ 政策への協力に対する適正な評価 

ア マイナンバーカードによるオンライン資格確認（新規）

イ 医療ＤＸの推進（新規）

ウ コロナ対応等医療提供体制の確保（一部継続）

３ 病院の消費税問題の解決（継続） 

４ 地域医療介護総合確保基金の抜本的な見直し（継続） 

５ 地域包括ケア時代を見据えて、介護老人福祉施設（特養）において、配置医により 

行われた医療に対する正当な評価（新規） 

【県への要望】 

１ 第８次保健医療計画の策定にあたって（新規） 

２ 県内医療人材の確保 

(１)地域枠医師等の有効な活用（継続） 

(２)「かながわ地域看護師」の事業推進（新規） 

３ 働き方改革と地域医療の両立（新規） 

４「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」の活用（新規） 

５ 国要望について、県及び全国知事会等からの働きかけ 



神奈川県病院協会事務局 行き 

令和８年度（2026年度）「国・県への予算要望」の要望事項について 

※５月１６日（金）までに、ＦＡＸ又はメールでお送りください。

○国に対する要望

・項目

・要望の詳細

○県に対する要望

・項目

・要望の詳細

お名前   

＊＊ ＦＡＸ ０４５－２３１－１７９４（送付状不要）/ e-mail：machida@k-ha.or.jp ＊＊ 


